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第 5章 都市機能誘導区域の設定

第１節 都市機能誘導区域の基本的な考え方
都市機能誘導区域は、基本的に居住誘導区域内に設定し、医療・福祉・商業等の都

市機能の立地を図り、市全体が持続するために必要な拠点を形成していくために設定
する区域です。
市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務・商業等が集積する地域や都市機能が一定程度

充実している区域、周辺地域からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等、
都市の拠点となるべき区域を設定します。

〇都市機能誘導区域設定の基本的な考え方
・基本的に居住誘導区域内に設定
※居住の誘導を想定しない場合、必ずしも居住誘導区域内に含まれないこともある。
・都市の拠点となるべき区域
・商業施設等が集積する地域で、都市機能が一定程度充実している区域
・周辺地域からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域
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第２節 都市機能誘導区域の設定
１．区域設定の流れ
居住誘導区域のうち、都市の拠点に位置づけられる区域を都市機能誘導区域として
設定します。設定の考え方について、具体的には、以下のとおりです。

上記の考え方を踏まえ、都市機能誘導区域は、目指す将来の骨格構造で位置づけた
中心拠点に設定します。

（１）都市機能の誘導が考えられる区域

①居住誘導区域

②都市の拠点に位置づけられる区域

③相馬駅、市役所から1㎞圏内

④都市機能の集積がみられる区域

（２）現況の地形地物、用途地域境界などに基づく、都市機能誘導区域

設定の検討（候補エリア設定）

（３）都市機能誘導区域の設定

図49 都市機能誘導区域設定の流れ
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２．都市機能誘導区域の設定
（１）都市機能の誘導が考えられる区域
①居住誘導区域
前項で設定した居住誘導区域は以下のとおりです。

図50 居住誘導区域（再掲）
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②都市の拠点に位置づけられる区域
将来の骨格構造にて位置づけた「中心拠点」を「都市の拠点に位置づけられる区

域」として抽出します。都市の拠点に位置づけられる区域内においては、公共交通
によるアクセス利便性が高い区域となります。

公共交通ネットワーク
集落内を連絡する動線
中心拠点
地域拠点
医療拠点

凡例

図51 目指す将来の骨格構造（再掲）
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③ＪＲ相馬駅、市役所から 1㎞圏内
中心拠点である中村西地区において、徒歩や自転車で移動できる範囲を考慮し、

居住誘導区域内でＪＲ相馬駅、相馬市役所を中心に日常生活圏域とされる１km圏
域を対象とします。

図52 ＪＲ相馬駅、市役所から1km圏内
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④都市機能の集積がみられる区域
居住誘導区域内で都市機能が集積している区域を抽出します。
・区域①では、県道 394 号相馬新地線沿道に商業施設、介護・福祉施設、医療施
設が立地しています。
・区域②では、県道 394 号相馬新地線、県道 38号相馬亘理線沿道に商業施設、
医療施設、介護・福祉施設が立地しています。
・区域③では、相馬市役所が立地し、ＪＲ相馬駅前の市道駅前桜ケ丘線沿道には
商業施設、医療施設、金融施設が立地しています。
・区域④では、国道 115 号、県道 394 号相馬新地線沿道には商業施設、医療施設、
介護・福祉施設が立地しています。

図53 都市機能施設の立地状況



第 5章 都市機能誘導区域の設定

- 77 -

（２）都市機能誘導区域の候補エリア設定
（１）①～④の検討結果を考慮した上で、現況の地形地物、用途地域境界などに基
づき、都市機能誘導区域の候補エリアを設定します。
なお、（１）④で確認した都市機能集積区域のうち、区域①の医療施設について

は、居住の誘導は想定しないものの、都市機能が充実している区域として、居住誘
導区域の外に候補エリアを拡大します。

図54 都市機能誘導区域の候補エリア
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（３）都市機能誘導区域の設定
都市機能誘導区域の候補エリアをもとに、用途地域界、地形地物を考慮して都市機

能誘導区域を設定します。

図55 都市機能誘導区域

■都市機能誘導区域

面積：361.1ha（対用途地域面積 29.5％）

（対居住誘導区域 61.8％）
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表16 誘導施設のイメージ

第３節 誘導施設の設定
誘導施設とは、都市機能誘導区域に生活利便性の向上を図るために維持・誘導を目

指していく施設のことです。行政、介護・福祉、子育て支援、商業、医療、金融、教
育・文化といった機能を有する施設が考えられます。

『立地適正化計画の手引き【基本編】（国土交通省都市局）』において、地方中核都
市クラスの都市において拠点類型ごとに想定される各種機能のイメージが以下のと
おり、示されていることを踏まえ、本市の誘導すべき都市機能を設定します。
誘導施設は、都市機能を著しく増進させるものの他、既に都市機能誘導区域内に立

地しており、今後も必要な機能が区域外への転出・流出することを防ぐために設定し
ます。
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表17 誘導施設

本市では、まちづくりの方針、相馬市都市計画マスタープランにおいて設定した各
地域の土地利用の方針や都市施設の整備方針、既に都市機能誘導区域に立地している
施設等を踏まえ、誘導施設を以下のとおり設定します。

機能分類 誘導施設
設定の
有無

整備（誘導の方針）

行政機能
〇市役所本庁舎
（地方自治法第4条第1項に規定する施設）

有
市役所本庁舎は、行政機能の
中心として現在の機能を維持
していく。

介護・福祉機能
〇地域包括支援センター
（介護保険法第115条の46第１項に規定する施設）

有

高齢者が豊かな生活を維持で
きる施設として、機能を維持
するとともに立地を誘導す
る。

子育て機能

〇保育所
（児童福祉法第39条第1項に規定する施設）
〇認定こども園
（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律第2条第6項に規定する施設）

有

子育て世代を支援する機能を
有する施設として、機能を維
持するとともに立地を誘導す
る。

商業機能

〇大規模小売店舗
（大規模小売店舗立地法第２条第２項に規定する店舗
面積1,000㎡以上の施設）
・スーパーマーケット
・ホームセンター
・ドラッグストア

有

商店街のにぎわい創出や市民
の買い物の場の確保が課題で
あるため、雇用創出の機能も
踏まえ、機能を維持するとと
もに立地を誘導する。

医療機能
〇病院
（医療法第1条の5第1項に規定する施設(20床以上)）

有

用途地域内及び近接地に立地
しており、引き続き現在の場
所で機能を維持する。
診療所は、都市機能誘導区域
外の地域拠点にも必要な施設
とし、誘導施設の対象外とす
る。

金融機能
〇銀行、信用金庫 など
〇農協
〇郵便局

無
（誘導施
設に設定
しない）

金融機関が市街地内に市街地
をカバーできるくらい立地し
ていることから、引き続き現
在の場所で機能を維持する。

教育・文化機能

〇生涯学習等施設
・市民会館
（地方自治法第244条第1項、相馬市民会館条例第1条
に規定する施設）
・図書館
（図書館法第２条第１項に規定する施設）

有

現時点、都市機能誘導区域内
に立地し、充足しているた
め、引き続き現在の場所で機
能を維持する。


